
⾃説を「国際社会」とすり替えるメディア 
中国の孤⽴という虚構をあばく＝岡⽥充 
 
「国際社会は国安法撤廃を求める声を上げ続けたい」注 1 

「中国共産党は世界との溝埋める努⼒を」注 2 。 

 ⾹港、台湾問題や中国を論じるメディアが、「国際社会」や「世界」

という⾔葉を使って中国を批判する⽂章が⽬⽴つ。⾃⼰主張を「世界」

と⼀体化させ、それと中国が対⽴する構図の中で論理展開する。だが、

「世界の⼤半の国」（写真 Wikipedia エコノミスト・インテリジェ

ンス・ユニットによる 2019 年の⺠主主義指数の世界地図。⻘⾊が最

も指数が⾼い）。をイメージさせる「世界」や「国際社会」とは、果

たして実体のある存在なのか。中国を「世界」から孤⽴していると⾒

なす⾃説を補強する「権威付け」に使ってはいないか。 

 



 

「⺠主主義陣営」の表現も 

 メディアが使う例から、実証的にその内実を解剖する。 

 冒頭に引⽤した「中国共産党は世界との溝埋める努⼒を」は 2021

年７⽉ 1 ⽇、創設 100 周年を迎えた中国共産党についての⽇本経済

新聞の社説。まるで「中国の常識は、世界の⾮常識」と⾔わんばかり

のタイトルである。 

 社説は（社会主義の看板を掲げながら市場経済に参⼊する）開放改

⾰政策が、中国を世界第２位の経済⼤国に発展させた貢献を評価す

る⼀⽅で、「政治改⾰は⼀向に進まず、⼀党独裁体制の中国と⺠主主

義陣営の摩擦はかつてないほど先鋭化している」と批判する。 

 ここでは、「世界」を「⺠主主義陣営」という⾔葉に置き換えてい

る。「⺠主主義陣営」といっても、権威主義的⾊彩を強める国が増え

ているから、そのカテゴリーは鮮明とは⾔えない。 

 

⼆元論思考に⽴脚 

 続いて社説は、⽶中対⽴の激化を避けるには「（中国が）国際社会、

とりわけ⾃由主義諸国との溝を埋める具体的な⾏動に踏み出すのが



先決」と主張する。今度は「世界」を「国際社会」と「⾃由主義諸国」

と⾔い換えている。しかし「国際社会」も「⾃由主義諸国」の定義も、

依然として曖昧であることに変わりない。 

  ⽇本語は主語が⽋落しても理解できる⾔語のひとつである。社説

は新聞社のポジションを明確にする数少ない記事である。にもかか

わらず主語を「われわれ」や「本紙」などとせず、「⼤多数」「⼤半」

を意味する曖昧語に置き換えるのは、政治的意図が潜んでいるので

はと疑わざるを得ない。 

 特にバイデン政権が、⽶中対⽴を「⺠主主義 vs 専制主義」と、⼆

元論思考に基づいて各国に「⽶国か中国か」の選択を迫る中、国際政

治の多くのアジェンダで各国の対応が分かれている現状をみれば、

「統⼀した世界意思」を思わせるような「世界」「国際社会」という

⾔葉は、中国が孤⽴しているイメージを際⽴たせる効果がある。 

 

⾹港国安法「賛成」は「反対」の倍 

 冒頭の⾹港国家安全維持法に関する東京新聞の社説は、同じよう

に「国際社会」を主語にしている。中国が同法を導⼊した 2020 年６

⽉、スイスのジュネーブで開かれた国連⼈権理事会では、同法への賛



否が問われ、「中国に反対」が⽇⽶・欧州など 27 カ国だったのに対

し、「賛成」はその倍近い 53 カ国だった。⾹港問題は「中国の内政

であり⼲渉すべきではない」というのが賛成の理由だが、⽇本メディ

アは、賛成国の多くが「権威主義国家」「独裁国家」と冷淡だった。 

⼀⽅、反対の 27 カ国の多くが欧⽶諸国に集中している。アジア・⼤

洋州では、⽇本とオーストラリア、ニュージーランド、パラオ、マー

シャル諸島の 5 カ国だけだった。インド、韓国や ASEAN 加盟国な

ど、アジアを代表する各国が「反対」しない事実に着⽬し、その理由

と背景を分析することは、⽇本外交の⽅向を考える上で有益だろう。

この賛否の「⾊分け」を⾒れば、「国際社会」が「国安法撤廃を求め

る声を上げ続けたい」と書いても、あまり説得⼒はない。 

 

⽇⽶、G７以外は中国批判できず 

 バイデン政権は外交の柱に①同盟再構築②多国間主義―の２本旗

を掲げ、⼆国間、多国間枠組みの中で、中国を名指し批判し、排除す

る外交を繰り広げてきた。まず３⽉、⽇本と⽶国が外務・防衛担当閣

僚会合（2プラス 2）で、中国を名指しし「威圧や安定を損なう⾏動

に反対」と明記、「中国の脅威」に対抗するため⽇⽶協⼒強化をうた



った。名指し批判を含めそのトーンは、４⽉の⽇⽶⾸脳会談にそのま

ま引き継がれる。 

 さらにイギリスで６⽉開かれた先進 7カ国⾸脳会議（G7サミット）

は、⽇⽶が強く主張した台湾問題の明記をはじめ、⾹港、新疆ウイグ

ル問題で中国を名指し批判し⾃由と⼈権への尊重を求める⽂⾔を盛

り込んだ。 

 台湾問題や中国名指し批判には消極的だったフランス、ドイツは

激論の末注 3 、最終的には⽇⽶の要求に従い、名指し批判に応じたの

である。決してすんなりと決まったわけではない。 

 

QUAD も批判封印 

 「同盟再構築」という狙いは、⽇⽶とＧ７ではなんとか成果を挙げ

た。だが⽇⽶両国が、共通の外交・防衛戦略にする「⾃由で開かれた

インド太平洋」（FOIP）の中核として重視する⽇⽶豪印４か国（クワ

ッド=QUAD）⾸脳会合の共同声明（３⽉）は、伝統的に⾮同盟のポ

ジションを貫くインドに配慮し、中国批判を⼀切封印した注 4 。 

 インドの姿勢は、⽶中のバランスの中で安定を求めようとする

ASEAN 加盟国も共有する。さらに中国、インド、ロシアなど新興国



代表が⼊る 20カ国（G20）となると、対中批判はもちろんできない。

６⽉の G20外相会合は中国批判を⼀切封印した。 

 さらに⽇本と太平洋島しょ国による⾸脳会合注 5 （７⽉）も、中国

との友好国が多いため、名指し批判どころか FOIP への⽀持も明確に

は打ち出させなかったことを付け加えておこう。 

 この⾸脳宣⾔は「法の⽀配に基づく⾃由で開かれた持続可能な海

洋秩序の重要性」との⽂⾔を盛り込んだ。したし、島しょ国側の関⼼

は中国の海洋進出ではなく、地球温暖化に伴う海⽔⾯の上昇問題を

はじめ、プラスチックごみなどの海洋ゴミ、核廃棄物など汚染物質対

策にある。さらに東電福島第１原発の汚染⽔の海洋排出について、宣

⾔は⽇本政府に安全性を確保するよう注⽂をつけたほどだった。 

 

⻄欧中⼼から新興国含む世界に 

国際社会」という⾔葉は実に便利だ。元国際司法裁判所⻑の⼩和⽥

恒・元外務次官は、朝⽇新聞とのインタビュー注 6 で、「国際社会」

の定義について、元来は 1648年のウェストファリア体制で確⽴され

た「欧州中⼼の主権国家が併存する近代的国際秩序の枠組み」と説明

する。 



 しかし彼は、２度の⼤戦を経て「国際社会」の中⾝は⼤きく変わっ

たとみる。「欧州中⼼」から、「新興国」がメンバーの多くを占め、温

暖化やコロナ禍などグローバル課題への取り組みが必要な「地球社

会」に置き換わるべきだったと主張する。 

 冷戦終結とグローバル化によって、新興国が加わる新たな「国際社

会」ができるはずだったが、冷戦終結を「⽶国中⼼の資本主義の勝利」

とみる誤解によって、転換は進まなかった。「誤解」は、冷戦終結直

後から⼀時期、世界を動かした「⽶⼀極⽀配」時代を⽣み出す。そし

て、中国が絡むほぼすべてのアジェンダで世界の対⽴・分化が⽬⽴ち、

⼩和⽥⽒が主張するような、グローバル課題に取り組む新しい「国際

社会」の姿は⾒えていない。 

 

旧植⺠地主義の⾦持ち国家 

 ⽶国の若⼿研究者からは、バイデン政権の「⺠主主義 vs専制主義」

という⼆元論外交を批判し、「⺠主主義国家」とはアメリカとイギリ

ス、フランス、⽇本など、旧植⺠地主義国家による「⾦持ち⺠主主義

国」を指すに過ぎないと批判する論⽂注 7 も発表された。 

 その主張は、バイデン外交が「⺠主主義国家」から、ブラジル、イ



ンド、インドネシア、メキシコ、南アフリカなど「グレーゾーン」国

家を排除し、実質的には「南半球の貧困⺠主主義国家を無視して、富

裕と貧困の対⽴と衝突を深める結果を招いている」と、厳しく指弾す

る。 

 「世界」と「国際社会」の内容を点検すれば、⽶国と⽇本、⻄欧を

中⼼とした欧州の⼀部国家とオセアニアなどであり、決して「世界の

⼤多数」ではないことが分かる。190カ国を超える国連加盟国数から

みれば、「⼀握り」と⾔ってもいいかもしれない。 

 さらに「⺠主主義国家」も、引⽤した論⽂の主張を汲めば、旧帝国・

植⺠地主義国家を中⼼とする「⾦持ち国家」に過ぎず、「世界」の意

思をこれら「⾦持ち⺠主国家」に代表させるのは無理があろう。 

 ⾃分をあたかも「世界」や「国際社会」と⼀体視させる⾔葉を使う

記事に出会った時は、メディアリテラシー（情報の真偽を確かめる⼒）

を発揮し、その内容が検証に耐えられるかどうかを厳しくチェック

する必要がある。（本稿は「BUSINESS INSIDER」から出稿した拙

稿（https://www.businessinsider.jp/post-239188）を加筆・修正し

た内容です） 

岡⽥充＝共同通信客員論説委員、この論考は 8 ⽉ 3 ⽇「海峡両岸論



129号」から転載 

 


